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１．はじめに 

 公共事業において、受注をめぐる競争が激化し低

価格による入札が急増するとともに、粗雑工事の発

生、下請業者や労働者へのしわ寄せによる品質低下

等の懸念を背景として、2005年4月に「公共工事の品

質確保の促進に関する法律」（2014年6月改正）が施

行され、その主要な取組として総合評価落札方式が

実施されている。総合評価落札方式では、公共工事

の施工に必要な技術的能力を有する者が施工するこ

ととなり、工事品質の確保や向上が図られるだけで

なく、工事目的物の機能向上や総合的なコスト縮減

等により現在かつ将来の国民に利益がもたらされる。

港湾空港分野においてその適用率は年々増加し、

2009年度にはほぼ全ての工事において適用されるに

至った。 

 以下では、全国の港湾空港分野における直轄デー

タの集計に基づき、工事における落札者に占める価

格と技術評価点の関係や工事品質への影響に関する

分析を行った結果を報告する。 

２．落札者に占める価格と技術評価点について 

 総合評価落札方式が見直された2013年度、及び

2014年度の技術提案評価型において、落札者に占め

る価格と技術評価点の関係について図1に示す。 

 

 

 

 

 

 

図1 落札者における最高技術得点者と最低価格者の関係 

落札者が最も多いのは最低価格、かつ技術評価点

が最も高い業者であるが、この2ヶ年のデータをみる

と、全体の4割～5割は最低価格でない業者が落札し

ており、技術力の評価も加味されて決定したことが

わかる。 

３．工事品質への影響 

2005年度以降の総合評価落札方式実施率、及び各

発注方式別の工事成績評定点を以下に示す。2005年

度以降、総合評価落札方式の適用は着実に進んでい

ることがわかる。 

また、工事成績評定点については、技術的な工夫

の余地が大きい工事で適用される総合評価①と技術

的な余地が小さい工事で適用される総合評価②共に、

多少の増減はあるが上昇傾向となっている。また、

より高度な技術力を求める評価方式である総合評価

①が②より常に高い評価点となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 総合評価落札方式適用率と工事成績評定点 

４．今後の予定 

 今後も引続き全国の直轄工事及び業務における総

合評価落札方式の落札者に関する分析や工事品質へ

の影響等のフォローアップや検証を進めていくとと

もに、2014年度に新たに導入された資格登録制度に

より登録された資格による工事品質への影響等につ

いて分析を行っていく予定である。 
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１．はじめに 

作業船に関しては、事業の円滑かつ安全な実施等

を目的に国内での老朽化対策に向けた税制改正要望

や契約時の企業評価における加点等の取組がなされ

ているが、作業船の実態を把握するためのデータの

定量的分析等はあまりなされていないのが現状であ

る。そこで本研究において、港湾の整備・維持管理、

防災対策等に不可欠である作業船の老朽化に歯止め

をかけるため、現地調査を行うとともに現状存在す

る数少ない利用実態を把握できる作業船在港情報シ

ステムデータ(LORIS)を基に主作業船13船種（図１参

照）延べ1,151隻の基礎情報及び活動状況等について

整理・分析を行っているものである。 

 

図１ 対象作業船種 

２．作業船隻数の推移  

 作業船在港情報システムデータ(LORIS)を基に主

作業船13船種における作業船隻数推移を調べると、

特に1990年代には作業船隻数の増加は顕著であった

が、2000年頃を境に減少傾向に転じ、近年ではピー

ク時の85％程度の隻数となっている。 

３．作業船の老朽化状況 

 作業船の経過年数を分析すると20年以上経過した

作業船はグラブ浚渫船や土運船などの埋立浚渫系

54％、起重機船やケーソン製作用作業台船などの構

造物築造系67％（図２参照）、サンドコンパクショ

ン船や深層混合処理船などの地盤改良系52％であっ

た。特に構造物築造系で老朽化している作業船が多

くなっているため、構造物築造系作業船を優先的に

対策を講じる必要があると考える。 

 

図２ 構造物築造系作業船建造年割合 

４．作業船の現地調査で浮き彫りとなった現状 

 実際に作業船の老朽化状況を把握するため、起重

機船と深層混合処理船の2隻について現地調査を行

った。特に経過年数36年の深層混合処理船は過去3

年間稼働していないこともあって、櫓の一部が腐食

で穴があき、掘削撹拌装置を吊っているワイヤーの

ドラムにも著しい腐食が見られた。（写真１参照） 

 また、所有者へのヒアリングでは今回調査した作

業船に限らず、作業船は一度稼働頻度が下がると痛

みやすく修理費用も多額となるため、ますます稼働

しにくい悪循環となっているケースも多いことがわ

かった。これら老朽化していく作業船に歯止めをか

けるためにも早急な対応が求められる。 

写真１ 深層混合処理船の掘削撹拌装置の腐食状況 

５．おわりに 

作業船の老朽化が深刻な状況であるため、今後と

も作業船の買換・更新を進めるため、基礎情報及び

活動状況等について分析を進めていきたい。 

 

NO. 埋立浚渫系作業船 NO. 構造物築造系作業船 NO. 地盤改良系作業船
1 グラブ浚渫船 6 クレーン付台船 11 サンドコンパクション船
2 バックホウ浚渫船 7 ケーソン製作用作業台船 12 サンドドレーン船
3 ポンプ浚渫船 8 コンクリートミキサー船 13 深層混合処理船
4 土運船 9 起重機船
5 揚土船 10 杭打船

20年以上経過67%
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